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議案第１９号 主要改正点

・大東市消防団員の定員、任免、服務等に関する条例の制定に伴い、条文中の文言を整理した

こと。

大東市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 新旧対照表

新 旧

第１条 （略） 第１条 （略）

（退職報償金の支給額） （退職報償金の支給額）

第２条 退職報償金は、消防団員として５年以上勤務して退職した者（大東市消防団員の 第２条 退職報償金は、消防団員として５年以上勤務して退職した者に、その者の勤務年

定員、任免、服務等に関する条例（平成２７年条例第 号）第２条第３項第２号に掲 数および階級に応じて別表に掲げる額を支給する。

げる消防団員を除く。）に、その者の勤務年数および階級に応じて別表に掲げる額を支

給する。

第３条 ～ 第９条 （略） 第３条 ～ 第９条 （略）



議案第２０号 主要改正点

・市長の附属機関に大東市いじめ問題再調査委員会、大東市児童福祉施設等設置審議会、大東

市緑の基本計画策定市民会議および大東市地域公共交通会議を加えたこと。

・教育委員会の附属機関に大東市いじめ問題対策委員会を加えたこと。

・市長の附属機関の大東市次世代育成支援対策行動計画推進会議を廃止したこと。

大東市附属機関条例 新旧対照表

新 旧

本則 （略） 本則 （略）

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

附属機関の属 附属機関の名称 担任する事務 委員の定数 附属機関の属 附属機関の名称 担任する事務 委員の定数

する執行機関 する執行機関

大東市産業振興 本市の産業の発展を目指した方策につい １５人以内 大東市産業振興 本市の産業の発展を目指した方策につい １５人以内

市民会議 ての調査審議に関する事務 市民会議 ての調査審議に関する事務

大東市いじめ問 いじめに係る重大事態に関する教育委員 ５人以内

題再調査委員会 会等の調査の結果についての調査に関す

る事務

大東市障害福祉 大東市障害福祉計画についての調査審議 １５人以内 大東市障害福祉 大東市障害福祉計画についての調査審議 １５人以内

計画作成市民会 に関する事務 計画作成市民会 に関する事務

議 議

大東市児童福祉 児童福祉施設等の設置に関する事項につ ６人以内

施設等設置審議 いての審議および地域型保育事業の認可

会 等についての審査に関する事務



新 旧

大東市次世代育 大東市次世代育成支援対策行動計画につ １５人以内

成支援対策行動 いての調査審議に関する事務

計画推進会議

大東市緑の基本 大東市緑の基本計画についての調査審議 １５人以内

計画策定市民会 に関する事務

議

大東市地域公共 地域の実情に応じた一般乗合旅客自動車 ４０人以内

交通会議 運送の様態、運賃等についての調査審議

に関する事務

教育委員会 大東市義務教育 本市が設置する小学校および中学校（以 ６人以内 教育委員会 大東市義務教育 本市が設置する小学校および中学校（以 ６人以内

諸学校教科用図 下「小・中学校」という。）で使用する 諸学校教科用図 下「小・中学校」という。）で使用する

書選定委員会 教科用図書の選定についての審議に関す 書選定委員会 教科用図書の選定についての審議に関す

る事務 る事務

大東市いじめ問 小・中学校におけるいじめ問題について １０人以内

題対策委員会 の調査審議に関する事務



議案第２１号 主要改正点

・大東市魅力づくり基金を設置したこと。

大東市基金条例 新旧対照表

新 旧

（設置） （設置）

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第１項の規定により、次の表 第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第１項の規定により、次の表

の左欄に掲げる基金（以下「基金」という。）を、それぞれ同表の右欄に掲げる目的の の左欄に掲げる基金（以下「基金」という。）を、それぞれ同表の右欄に掲げる目的の

ために設置する。 ために設置する。

名 称 目 的 名 称 目 的

大東市庁舎整備基金 庁舎の建設および大規模な改修事業等に要する資金を積み 大東市庁舎整備基金 庁舎の建設および大規模な改修事業等に要する資金を積み

立てること。 立てること。

大東市魅力づくり基金 魅力あるまちづくりの推進に要する資金を積み立てるこ

と。

２ ～ ４ （略） ２ ～ ４ （略）

第２条 ～ 第７条 （略） 第２条 ～ 第７条 （略）



議案第２２号 主要改正点

・鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の改正に伴い、同法の名称を変更したこと。

・介護保険法に基づく指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業

者および指定介護予防支援事業者の指定の申請および指定の更新の申請に関する事項を追加

したこと。

大東市手数料条例 新旧対照表

新 旧

本則 （略） 本則 （略）

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

区 分 手 数 料 の 額 区 分 手 数 料 の 額

１３ 鳥獣の保護 法第１９条第１項の規定による登録 １件につき ３，４００円 １３ 鳥獣の保護 法第１９条第１項の規定による登録 １件につき ３，４００円

及び管理並びに 及び狩猟の適正

狩猟の適正化に 化に関する法律

関する法律（平 法第１９条第５項の規定による登録の １件につき ３，４００円 （平成１４年法 法第１９条第５項の規定による登録の １件につき ３，４００円

成１４年法律第 更新 律第８８号。以 更新

８８号。以下こ 下この項におい

の項において 法第１９条第６項の規定による登録票 １件につき ３，４００円 て「法」という。）法第１９条第６項の規定による登録票 １件につき ３，４００円

「法」という。） の再交付 に基づくもの の再交付

に基づくもの

１８ 介護保険法 介護保険法第７８条の２第１項の規定 １件につき

（平成９年法律 に基づく指定地域密着型サービス事業 ３０，０００円

第１２３号）に 者の指定（同条第１０項の規定により

基づくもの 当該指定があったものとみなされるも

のを除く。）の申請（以下この項にお



新 旧

いて「指定地域密着型サービス事業者

の指定の申請」という。）

介護保険法第７８条の１２において準 １件につき

用する同法第７０条の２第１項の規定 １０，０００円

に基づく指定地域密着型サービス事業

者の指定（同法第７８条の２第１０項

の規定により当該指定があったものと

みなされたものを除く。）の更新の申

請（以下この項において「指定地域密

着型サービス事業者の指定の更新の申

請」という。）

介護保険法第１１５条の１２第１項の １件につき

規定に基づく指定地域密着型介護予防 ３０，０００円

サービス事業者の指定（同条第７項に

おいて準用する同法第７８条の２第

１０項の規定により当該指定があった

ものとみなされるものを除く。）の申

請（以下この項において「指定地域密

着型介護予防サービス事業者の指定の

申請」という。）

介護保険法第１１５条の２１において １件につき

準用する同法第７０条の２第１項の規 １０，０００円

定に基づく指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者の指定（同法第１１５条

の１２第７項において準用する同法第

７８条の２第１０項の規定により当該

指定があったものとみなされたものを

除く。）の更新の申請（以下この項に

おいて「指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者の指定の更新の申請」とい

う。）

介護保険法第１１５条の２２第１項に １件につき

規定する指定介護予防支援事業者の指 ３０，０００円

定の申請



新 旧

介護保険法第１１５条の３１において １件につき

準用する同法第７０条の２第１項の規 １０，０００円

定に基づく指定介護予防支援事業者の

指定の更新の申請

指定地域密着型サービス事業者の指定 １件につき

の申請および指定地域密着型介護予防 ３５，０００円

サービス事業者の指定の申請を同時に

行う場合

指定地域密着型サービス事業者の指定 １件につき

の更新の申請および指定地域密着型介 １０，０００円

護予防サービス事業者の指定の更新の

申請を同時に行う場合

備考 （略） 備考 （略）



議案第２３号 主要改正点

・行政指導の中止等の求め、処分等の求め等について規定したこと。

大東市行政手続条例

大東市市税条例 新旧対照表

大東市国民健康保険税条例

新 旧

（大東市行政手続条例）

目次 目次

第１章 ～ 第３章 （略） 第１章 ～ 第３章 （略）

第４章 行政指導（第３０条－第３４条の２） 第４章 行政指導（第３０条－第３４条）

第４章の２ 処分等の求め（第３４条の３）

第５章 ～ 第６章 （略） 第５章 ～ 第６章 （略）

付則 付則

第１条 （略） 第１条 （略）

（定義） （定義）

第２条 （略） 第２条 （略）

(1) ～ (2) （略） (1) ～ (2) （略）

(3) 処分 条例等に基づく行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為をいう。 (3) 処分 条例等に基づく行政庁の処分その他公権力の行使にあたる行為をいう。

(4) （略） (4) （略）

(5) （略） (5) （略）

ア 事実上の行為および事実上の行為を行うに当たり、その範囲、時期等を明らかに ア 事実上の行為および事実上の行為を行うにあたり、その範囲、時期等を明らかに

するために条例等において必要とされている手続としての処分 するために条例等において必要とされている手続としての処分

イ ～ エ （略） イ ～ エ （略）

(6) ～ (8) （略） (6) ～ (8) （略）

（適用除外） （適用除外）



新 旧

第３条 次に掲げる処分および行政指導については、次章から第４章の２までの規定は、 第３条 次に掲げる処分および行政指導については、次章から第４章までの規定は、適用

適用しない。 しない。

(1) ～ (7) （略） (1) ～ (7) （略）

(8) 公衆衛生、環境保全、防疫、保安その他の公益に関わる事象が発生し、または発生 (8) 公衆衛生、環境保全、防疫、保安その他の公益にかかわる事象が発生し、または発

する可能性のある現場において、これらの公益を確保するために行使すべき権限を法 生する可能性のある現場において、これらの公益を確保するために行使すべき権限を

律または条例上直接に与えられた職員によって行われる処分および行政指導 法律または条例上直接に与えられた職員によって行われる処分および行政指導

(9) ～ (10) （略） (9) ～ (10) （略）

第４条 （略） 第４条 （略）

（審査基準） （審査基準）

第５条 （略） 第５条 （略）

２ 行政庁は、審査基準を定めるに当たっては、当該許認可等の性質に照らして、できる ２ 行政庁は、審査基準を定めるにあたっては、当該許認可等の性質に照らして、できる

だけ具体的なものとしなければならない。 だけ具体的なものとしなければならない。

３ （略） ３ （略）

第６条 ～ 第１１条 （略） 第６条 ～ 第１１条 （略）

（処分の基準） （処分の基準）

第１２条 （略） 第１２条 （略）

２ 行政庁は、処分基準を定めるに当たっては、当該不利益処分の性質に照らして、でき ２ 行政庁は、処分基準を定めるにあたっては、当該不利益処分の性質に照らして、でき

るだけ具体的なものとしなければならない。 るだけ具体的なものとしなければならない。

第１３条 ～ 第１４条 （略） 第１３条 ～ 第１４条 （略）

（聴聞の通知の方式） （聴聞の通知の方式）

第１５条 行政庁は、聴聞を行うに当たっては、聴聞を行うべき期日までに相当な期間を 第１５条 行政庁は、聴聞を行うにあたっては、聴聞を行うべき期日までに相当な期間を

おいて、不利益処分の相手方となるべき者に対し、次に掲げる事項を書面により通知し おいて、不利益処分の相手方となるべき者に対し、次に掲げる事項を書面により通知し

なければならない。 なければならない。

(1) ～ (4) （略） (1) ～ (4) （略）

２ ～ ３ （略） ２ ～ ３ （略）

第１６条 ～ 第３２条 （略） 第１６条 ～ 第３２条 （略）



新 旧

（行政指導の方式） （行政指導の方式）

第３３条 （略） 第３３条 （略）

２ 行政指導に携わる者は、当該行政指導を行う際に、市の機関が許認可等を行う権限ま

たは許認可等に基づく処分を行う権限を行使し得る旨を示すときは、その相手方に対し

て、次に掲げる事項を示さなければならない。

(1) 当該権限を行使し得る根拠となる法令の条項

(2) 前号の条項に規定する要件

(3) 当該権限の行使が前号の要件に適合する理由

３ 行政指導が口頭で行われた場合において、その相手方から前２項に規定する事項を記 ２ 行政指導が口頭で行われた場合において、その相手方から前項に規定する事項を記載

載した書面の交付を求められたときは、当該行政指導に携わる者は、行政上の特別の支 した書面の交付を求められたときは、当該行政指導に携わる者は、行政上の特別の支障

障がない限り、これを交付しなければならない。 がない限り、これを交付しなければならない。

４ （略） ３ （略）

第３４条 （略） 第３４条 （略）

（行政指導の中止等の求め）

第３４条の２ 法令に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠となる規定が法律

または条例に置かれているものに限る。）の相手方は、当該行政指導が当該法律または

条例に規定する要件に適合しないと思料するときは、当該行政指導を行った市の機関に

対し、その旨を申し出て、当該行政指導の中止その他必要な措置をとることを求めるこ

とができる。ただし、当該行政指導がその相手方について弁明その他意見陳述のための

手続を経て行われたものであるときは、この限りでない。

２ 前項の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出して行わなければ

ならない。

(1) 申出を行う者の氏名または名称および住所または居所

(2) 当該行政指導の内容

(3) 当該行政指導がその根拠とする法律または条例の条項

(4) 前号の条項に規定する要件



新 旧

(5) 当該行政指導が前号の要件に適合しないと思料する理由

(6) 前各号に掲げるもののほか、参考となる事項

３ 当該市の機関は、第１項の規定による申出があったときは、必要な調査を行い、当該

行政指導が当該法律または条例に規定する要件に適合しないと認めるときは、当該行政

指導の中止その他必要な措置をとらなければならない。

第４章の２ 処分等の求め

第３４条の３ 何人も、法令に違反する事実がある場合において、その是正のために行わ

れるべき処分（その根拠となる規定が条例に置かれているものに限る。）または行政指

導（その根拠となる規定が法律または条例に置かれているものに限る。）が行われてい

ないと思料するときは、当該処分を行う権限を有する行政庁または当該行政指導を行う

権限を有する市の機関に対し、その旨を申し出て、当該処分または行政指導を行うこと

を求めることができる。

２ 前項の規定による申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出して行わなければ

ならない。

(1) 申出を行う者の氏名または名称および住所または居所

(2) 法令に違反する事実の内容

(3) 当該処分または行政指導の内容

(4) 当該処分または行政指導の根拠となる法令の条項

(5) 当該処分または行政指導が行われるべきであると思料する理由

(6) 前各号に掲げるもののほか、参考となる事項

３ 当該行政庁または市の機関は、第１項の規定による申出があったときは、必要な調査

を行い、その結果に基づき必要があると認めるときは、当該処分または行政指導を行わ

なければならない。

第３５条 ～ 第３７条 （略） 第３５条 ～ 第３７条 （略）



新 旧

（大東市市税条例）

第１条 ～ 第３条 （略） 第１条 ～ 第３条 （略）

（大東市行政手続条例の適用除外） （大東市行政手続条例の適用除外）

第４条 （略） 第４条 （略）

２ 大東市行政手続条例第３条、第４条または第３３条第４項に定めるもののほか、徴収 ２ 大東市行政手続条例第３条、第４条または第３３条第３項に定めるもののほか、徴収

金を納付し、または納入する義務の適正な実現を図るために行われる行政指導（同条例 金を納付し、または納入する義務の適正な実現を図るために行われる行政指導（同条例

第２条第７号に規定する行政指導をいう。）については、同条例第３３条第３項および 第２条第７号に規定する行政指導をいう。）については、同条例第３３条第２項および

第３４条の規定は、適用しない。 第３４条の規定は、適用しない。

第５条 ～ 第１４５条 （略） 第５条 ～ 第１４５条 （略）

（大東市国民健康保険税条例）

第１条 ～ 第２５条 （略） 第１条 ～ 第２５条 （略）

（大東市行政手続条例の適用除外） （大東市行政手続条例の適用除外）

第２６条 （略） 第２６条 （略）

２ 大東市行政手続条例第３条、第４条または第３３条第４項に定めるもののほか、徴収 ２ 大東市行政手続条例第３条、第４条または第３３条第３項に定めるもののほか、徴収

金を納付し、または納入する義務の適正な実現を図るために行われる行政指導（同条例 金を納付し、または納入する義務の適正な実現を図るために行われる行政指導（同条例

第２条第７号に規定する行政指導をいう。）については、同条例第３３条第３項および 第２条第７号に規定する行政指導をいう。）については、同条例第３３条第２項および

第３４条の規定は、適用しない。 第３４条の規定は、適用しない。

第２７条 （略） 第２７条 （略）



議案第２４号 主要改正点

・大東市非常勤職員の報酬および費用弁償に関する条例にあっては、教育委員会の委員長の報

酬に係る規定を削除したこと。

・大東市教育長の給与等に関する条例にあっては、教育長の退職手当の額を変更し、教育長の

職務専念義務の特例について規定したこと。

大東市非常勤職員の報酬および費用弁償に関する条例

大東市教育長の給与等に関する条例 新旧対照表

職務に専念する義務の特例に関する条例

新 旧

（大東市非常勤職員の報酬および費用弁償に関する条例）

本則 （略） 本則 （略）

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

執行機関としての委員会等の委員の報酬の額 執行機関としての委員会等の委員の報酬の額

区分 報酬の額 区分 報酬の額

教育委員会委員 月額 ９６，０００円 教育委員会委員長 月額 １１７，０００円

教育委員会委員（教育長の職を兼ねる委員を除く。）月額 ９６，０００円

別表第２ ～ 別表第５ （略） 別表第２ ～ 別表第５ （略）



新 旧

（大東市教育長の給与等に関する条例）

（目的） （目的）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０４条の規定に基づく 第１条 この条例は、教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１６条第２項の規定

大東市の教育長（以下「教育長」という。）の給与、地方教育行政の組織及び運営に関 に基づき、大東市教育委員会の教育長（以下「教育長」という。）の給与および勤務に

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第１１条第５項の規定に基づく教育長の職務専 ついて必要な事項を定めるものとする。

念義務の特例および教育長の勤務時間等に関し、必要な事項を定めることを目的とす

る。

第２条 ～ 第４条 （略） 第２条 ～ 第４条 （略）

第５条 教育長が退職した場合の退職手当については、大東市長等の退職手当に関する条 第５条 教育長が退職した場合の退職手当については、大東市長等の退職手当に関する条

例（平成７年条例第３０号）の規定を準用する。この場合において、同条例中「副市 例（平成７年条例第３０号。以下この条において「市長等退職手当条例」という。）の

長」とあるのは「教育長」と、「１００分の３０」とあるのは「１００分の２５」と、 規定を準用する。この場合において、同条例中「副市長」とあるのは「教育長」と読み

「４８月」とあるのは「３６月」と読み替えるものとする。 替えるものとする。

２ 前項の規定の適用については、市長等退職手当条例中「１００分の３０」とあるのは

「１００分の２５」と読み替えるものとする。

（旅費）

第６条 教育長の旅費の額は、特別職の職員の例による。

（支給方法） （支給方法）

第６条 教育長の給与の支給方法は、一般職の常勤職員の例による。 第７条 教育長の給与および旅費の支給方法は、一般職の常勤職員の例による。

（職務に専念する義務の免除）

第７条 教育長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ市長また

はその委任を受けた者の承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができ

る。

(1) 研修を受ける場合

(2) 厚生に関する計画の実施に参加する場合

(3) 前２号に規定する場合を除くほか、市長が定める場合



新 旧

（勤務時間等） （勤務時間その他の勤務条件）

第８条 教育長の勤務時間等は、一般職の常勤職員の例による。 第８条 教育長の勤務時間およびその他の勤務条件については、一般職の常勤職員の例に

よる。

（職務に専念する義務の特例に関する条例）

大東市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例 職務に専念する義務の特例に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３５条の規定に基づ 第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３５条の規定に基づ

き、一般職の職員の職務に専念する義務の特例に関し、規定することを目的とする。 き、職務に専念する義務の特例に関し、規定することを目的とする。

（職務に専念する義務の免除）

第２条 一般職の職員は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、あらかじめ任 第２条 職員は、次の各号の一に該当する場合においては、あらかじめ任命権者またはそ

命権者またはその委任を受けたものの承認を得て、その職務に専念する義務を免除され の委任を受けたものの承認を得て、その職務に専念する義務を免除されることができ

ることができる。 る。

(1) ～ (3) （略） (1) ～ (3) （略）



議案第２５号 主要改正点

・駐車場の使用料または利用料金について、１日当たりの上限額を規定したこと。

大東市立総合文化センター条例

大東市立歴史とスポーツふれあいセンター条例 新旧対照表

大東市立図書館条例

新 旧

（大東市立総合文化センター条例）

本則 （略） 本則 （略）

別表（第１３条、第２１条、第２８条関係） 別表（第１３条、第２１条、第２８条関係）

使 用 料 使 用 料

（単位 円） （単位 円）

使用時間 午 前 午 後 夜 間 午前･午後 午後･夜間 全 日 使用時間 午 前 午 後 夜 間 午前･午後 午後･夜間 全 日

午前９時 午後１時 午後６時 午前９時 午後１時 午前９時 午前９時 午後１時 午後６時 午前９時 午後１時 午前９時

から正午 から から から から から から正午 から から から から から

まで 午後５時 午後10時 午後５時 午後10時 午後10時 まで 午後５時 午後10時 午後５時 午後10時 午後10時

施設の名称等 まで まで まで まで まで 施設の名称等 まで まで まで まで まで

１ 時 間 未 満 無 料 １ 時 間 未 満 無 料

駐 車 場 駐 車 場

１時間を超える３０分ごと １００（１日（午前０時から １時間を超える３０分ごと １００

午後１２時まで）当たり１，

０００円を限度とする。）

付 属 設 備 等 別に委員会が定める額 付 属 設 備 等 別に委員会が定める額

備考 （略） 備考 （略）



新 旧

（大東市立歴史とスポーツふれあいセンター条例）

第１条 ～ 第２１条 （略） 第１条 ～ 第２１条 （略）

（利用料金） （利用料金）

第２２条 （略） 第２２条 （略）

２ 前項に規定する利用料金を納付する場合において、使用者が別表第２に規定する場合 ２ 前項に規定する利用料金を納付する場合において、使用者が別表第２に規定する場合

に該当するときは、別表第１に定める利用料金（付属設備および照明の利用料金を除 に該当するときは、別表第１に定める使用区分に係る利用料金に別表第２に定める施設

く。）に別表第２に定める施設の区分に応じた割合を乗じて算出した金額または加算金 の区分に応じた割合を乗じて算出した金額または加算金額を当該利用料金に加算する。

額を当該利用料金に加算する。この場合において、該当する項目が複数発生するとき この場合において、該当する項目が複数発生するときは、当該算出した金額または加算

は、当該算出した金額または加算金額をすべて合算した金額を当該利用料金に加算する 金額をすべて合算した金額を当該利用料金に加算するものとする。

ものとする。

第２３条 ～ 第２９条 （略） 第２３条 ～ 第２９条 （略）

（規定の準用） （規定の準用）

第３０条 グラウンドについて、第１６条から第２７条までの規定を準用する。この場合 第３０条 グラウンドについて、第１６条から第２７条までの規定を準用する。この場合

において、第１６条第１項および第１７条第１項中「体育館施設等」とあるのは「グラ において、これらの規定中「体育館施設等」とあるのは「グラウンド施設等」と、「体

ウンド施設等」と、第１８条中「体育館」とあるのは「グラウンド」と、第１９条第２ 育館」とあるのは「グラウンド」と読み替えるものとする。

号、第２１条第１項および第２項、第２２条第１項、第２５条ならびに第２７条第１項

および第２項中「体育館施設等」とあるのは「グラウンド施設等」と読み替えるものと

する。

第３１条 ～ 第３４条 （略） 第３１条 ～ 第３４条 （略）

（規定の準用） （規定の準用）

第３５条 ふれあいルームについて、第１６条から第２７条まで（第１６条第２項および 第３５条 ふれあいルームについて、第１６条から第２７条まで（第１６条第２項および

第１８条を除く。）の規定を準用する。この場合において、第１６条第１項、第１７条 第１８条を除く。）の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「体育館施

第１項、第１９条第２号、第２１条第１項および第２項、第２２条第１項、第２５条な 設等」とあるのは「ふれあいルーム施設等」と読み替えるものとする。

らびに第２７条第１項および第２項中「体育館施設等」とあるのは「ふれあいルーム施

設等」と読み替えるものとする。



新 旧

第３６条 ～ 第３７条 （略） 第３６条 ～ 第３７条 （略）

別表第１（第７条、第１６条、第２２条、第３１条、第３２条、第３６条関係） 別表第１（第７条、第１６条、第２２条、第３１条、第３２条、第３６条関係）

(1) ～ (3) （略） (1) ～ (3) （略）

(4) 駐車場 (4) 駐車場

使用時間 利用料金（１台につき） 使用時間 利用料金（１台につき）

１時間未満 無料 １時間未満 無料

１時間を超える３０分ごと １００円（１日（午前０時から午後１２ １時間を超える３０分ごとに １００円

時まで）当たり１，０００円を限度とす

る。）

（大東市立図書館条例）

第１条 ～ 第６条 （略） 第１条 ～ 第６条 （略）

（使用料） （使用料）

第７条 （略） 第７条 （略）

使 用 時 間 使用料の額（１台につき） 使 用 時 間 使用料の額（１台につき）

１時間未満 無料 １時間未満 無料

１時間を超える３０分ごと １００円（１日（午前０時から午後１２時まで） １時間を超える３０分ごとに １００円

当たり１，０００円を限度とする。）



新 旧

２ （略） ２ （略）

第８条 ～ 第１２条 （略） 第８条 ～ 第１２条 （略）



議案第２６号 主要改正点

・大東市子ども・子育て会議の所掌事務に次世代育成支援対策に関する事項を加えたこと。

大東市子ども・子育て会議条例 新旧対照表

新 旧

（設置） （設置）

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項各号に掲げる 第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第７７条第１項の規定に基づ

事務等について調査審議等をするため、大東市子ども・子育て会議（以下「子ども・子 き、大東市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を設置する。

育て会議」という。）を設置する。

（所掌事務） （所掌事務）

第２条 （略） 第２条 （略）

(1) ～ (2) （略） (1) ～ (2) （略）

(3) 次世代育成支援対策に関する事項

（委員） （委員）

第３条 （略） 第３条 （略）

２ （略） ２ （略）

(1) 子ども・子育て支援および次世代育成支援に関し学識経験のある者 (1) 子ども・子育て支援に関し学識経験のある者

(2) ～ (3) （略） (2) ～ (3) （略）

(4) 子ども・子育て支援または次世代育成支援に関する事業に従事する者 (4) 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者

(5) （略） (5) （略）

３ （略） ３ （略）

第４条 ～ 第７条 （略） 第４条 ～ 第７条 （略）

（庶務） （庶務）

第８条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉・子ども部において行う。 第８条 子ども・子育て会議の庶務は、福祉・子ども部子ども支援課において行う。

第９条 （略） 第９条 （略）



議案第２７号 主要改正点

・大東市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の利用者負担に関する条例の制定に伴

い必要となる条文中の文言を整理したこと。

大東市立幼稚園条例 新旧対照表

新 旧

第１条 ～ 第３条 （略） 第１条 ～ 第３条 （略）

（入園資格） （入園資格）

第４条 幼稚園に入園することのできる者は、本市に保護者とともに居住する小学校就学 第４条 幼稚園に入園することのできる者は、本市に保護者とともに居住する者で小学校

前１年および２年の支給認定子ども（子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５ 就学前１年および２年の幼児とする。

号）第２０条第４項に規定する支給認定子どもをいう。以下同じ。）とする。

（入園許可） （入園許可）

第５条 幼稚園に入園しようとする支給認定子どもの保護者は、本市教育委員会（以下 第５条 幼稚園に入園しようとする幼児の保護者は、本市教育委員会（以下「委員会」と

「委員会」という。）の許可を受けなければならない。 いう。）の許可を受けなければならない。

２ 委員会は、支給認定子どもの保育上または管理上不適当と認めるときは、入園を許可 ２ 委員会は、幼児の保育上または管理上不適当と認めるときは、入園を許可しないこと

しないことができる。 ができる。

第６条 （略） 第６条 （略）

（保育料等） （保育料等）

第７条 幼稚園の保育料、通園バス使用料および預かり保育料（以下「保育料等」とい 第７条 幼稚園の入園金、保育料、通園バス使用料および預かり保育料（以下「保育料

う。）は、次のとおりとする。 等」という。）は、次のとおりとする。

(1) 保育料 子ども・子育て支援法第２７条第３項第２号ならびに第２８条第２項第１ (1) 入園金 園児１人につき５，０００円

号および第３号に規定する政令で定める額を限度として、支給認定保護者の属する世

帯の所得の状況その他の事情を勘案して委員会が規則で定める額

(2) 保育料 園児１人につき次表に掲げる額

４ 歳 児 月 額 ８，０００円

５ 歳 児 月 額 ７，０００円

(2) （略） (3) （略）



新 旧

(3) （略） (4) （略）

２ 既納の保育料等は、これを返還しない。ただし、委員会が特別の理由があると認めた

ときは、この限りでない。

（保育料等の納入） （保育料等の納入）

第８条 （略） 第８条 （略）

２ 既納の保育料等は、返還しないものとする。ただし、委員会が特別の事由があると認

めるときは、保育料等の全部または一部を返還することができる。

（保育料の減免） （入園金または保育料の減免）

第９条 委員会は、特別の事由があると認めるときは、保育料の全部または一部を免除す 第９条 委員会が別に定める者については、入園金または保育料を減免することができ

ることができる。 る。

第１０条 ～ 第１１条 （略） 第１０条 ～ 第１１条 （略）



議案第２８号 主要改正点

・大東市立子ども発達支援センターおよび大東市立幼児発達支援教室の位置を変更したこと。

・大東市立子ども発達支援センターの知的障害児に係る収容人員を変更したこと。

大東市立子ども発達支援センター条例

大東市立幼児発達支援教室条例 新旧対照表

新 旧

（大東市立子ども発達支援センター条例）

第１条 （略） 第１条 （略）

（名称および位置） （名称および位置）

第２条 （略） 第２条 （略）

(1) （略） (1) （略）

(2) 位置 大東市北条一丁目１６番１６号 (2) 位置 大東市泉町一丁目３番３号

第３条 ～ 第５条 （略） 第３条 ～ 第５条 （略）

（収容人員） （収容人員）

第６条 （略） 第６条 （略）

(1) 知的障害児 ４０名 (1) 知的障害児 ３０名

(2) （略） (2) （略）

第７条 （略） 第７条 （略）

（費用負担） （費用負担）

第８条 センターの利用に要する費用は、法その他法令の規定に基づき厚生労働大臣が定 第８条 療育センターの利用に要する費用は、法その他法令の規定に基づき厚生労働大臣

める基準により算定した額および給食等に要する実費とする。 が定める基準により算定した額および給食等に要する実費とする。

２ （略） ２ （略）

第９条 （略） 第９条 （略）



新 旧

（大東市立幼児発達支援教室条例）

第１条 （略） 第１条 （略）

（名称および位置） （名称および位置）

第２条 （略） 第２条 （略）

(1) （略） (1) （略）

(2) 位置 大東市北条一丁目１６番１６号 (2) 位置 大東市泉町一丁目３番３号

第３条 ～ 第８条 （略） 第３条 ～ 第８条 （略）



議案第２９号 主要改正点

・平成２７年度から平成２９年度までの介護保険料について規定したこと。

・介護予防・日常生活支援総合事業の実施に係る猶予措置について規定したこと。

大東市介護保険条例 新旧対照表

新 旧

第１条 ～ 第３条 （略） 第１条 ～ 第３条 （略）

（保険料率） （保険料率）

第４条 平成２７年度から平成２９年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲 第４条 平成２４年度から平成２６年度までの各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。） げる第１号被保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３９条第１ (1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）第３９条第

項第１号に掲げる者 ３４，９２０円 １項第１号に掲げる者 ２９，８８０円

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５２，３８０円 (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ２９，８８０円

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５２，３８０円 (3) 令附則第１６条第１項および第２項（同条第３項および第４項においてこれらの規

定を準用する場合を含む。）に規定する者 ４１，８３２円

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６２，８５６円 (4) 令第３９条第１項第３号に掲げる者（前号に該当する者を除く。） ４４，８２０

円

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６９，８４０円 (5) 令附則第１７条第１項および第２項（同条第３項および第４項においてこれらの規

定を準用する場合を含む。）に規定する者 ５３，７８４円

(6) 次のいずれかに該当する者 ８３，８０８円 (6) 令第３９条第１項第４号に掲げる者（前号に該当する者を除く。） ５９，７６０

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合 円

計所得金額（以下「合計所得金額」という。）が１，２００，０００円未満である

者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者等（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する

要保護者または中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定に

よる支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に



新 旧

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第１項

の規定による支援給付を含む。以下「支援給付」という。）を必要とする状態にある

者をいう。以下同じ。）であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分

による額を適用されたならば保護等（生活保護法第２条に規定する保護または支援

給付をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号

イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イまたは

第１１号イに該当する者を除く。）

(7) 次のいずれかに該当する者 ９０，７９２円 (7) 次のいずれかに該当する者 ７１，７１２円

ア 合計所得金額が１，２００，０００円以上１，９００，０００円未満である者で ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 計所得金額（以下「合計所得金額」という。）が１，２５０，０００円未満である

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額 者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１ イ 要保護者等（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第９号イ、第１０号イまたは第１１号 要保護者または中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

イに該当する者を除く。） 人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定に

よる支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２７号）附則第４条第１項

の規定による支援給付を含む。以下「支援給付」という。）を必要とする状態にあ

る者をいう。以下同じ。）であって、その者が課される保険料額についてこの号の

区分による額を適用されたならば保護等（生活保護法第２条に規定する保護または

支援給付をいう。以下同じ。）を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項

第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第９号イまたは第１０号イに該当

する者を除く。）

(8) 次のいずれかに該当する者 １０４，７６０円 (8) 次のいずれかに該当する者 ７４，７００円

ア 合計所得金額が１，９００，０００円以上２，９００，０００円未満である者で ア 合計所得金額が１，２５０，０００円以上１，９００，０００円未満である者で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額 イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額



新 旧

を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１ を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１号

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、第１０号イまたは第１１号イに該当す イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イまたは第１０号イに該当する者を除く。）

る者を除く。）

(9) 次のいずれかに該当する者 １１８，７２８円 (9) 次のいずれかに該当する者 ８９，６４０円

ア 合計所得金額が２，９００，０００円以上４，０００，０００円未満である者で ア 合計所得金額が１，９００，０００円以上４，０００，０００円未満である者で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額 イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１ を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イまたは第１１号イに該当する者を除く。） 号イ（（１）に係る部分を除く。）または次号イに該当する者を除く。）

(10) 次のいずれかに該当する者 １２５，７１２円 (10) 次のいずれかに該当する者 １０１，５９２円

ア 合計所得金額が４，０００，０００円以上６，０００，０００円未満である者で ア 合計所得金額が４，０００，０００円以上７，０００，０００円未満である者で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額 イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１ を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）または次号イに該当する者を除く。） 号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。）

(11) 次のいずれかに該当する者 １３９，６８０円 (11) 前各号のいずれにも該当しない者 １１９，５２０円

ア 合計所得金額が６，０００，０００円以上８，０００，０００円未満である者で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 要保護者等であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による額

を適用されたならば保護等を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項第１

号イ（（１）に係る部分を除く。）に該当する者を除く。）

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 １５３，６４８円

２ 所得の少ない第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る前項第１号に該当す

る者の平成２７年度および平成２８年度における保険料率は、同号の規定にかかわらず、

３１，４２８円とする。

第５条 （略） 第５条 （略）



新 旧

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場合） （賦課期日後において第１号被保険者の資格取得、喪失等があった場合）

第６条 （略） 第６条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金の受 ３ 保険料の賦課期日後に令第３９条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金の受

給権を有するに至った者および（１）に係る者を除く。）、ロもしくは二、第２号ロ、第 給権を有するに至った者および（１）に係る者を除く。）、ロおよびハ、第２号ロ、第３

３号ロ、第４号ロ、第５号ロ、第６号ロ、第７号ロ、第８号ロまたは第９号ロに該当す 号ロ、第４号ロ、第５号ロならびに第６号ロに該当するに至った第１号被保険者に係る

るに至った第１号被保険者に係る保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の 保険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当

前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに 該第１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する月から令第３９

至った日の属する月から令第３９条第１項第１号から第９号までのいずれかに規定する 条第１項第１号から第６号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保

者として月割りにより算定した保険料の額の合算額とする。 険料の額の合算額とする。

４ （略） ４ （略）

第７条 ～ 第２１条 （略） 第７条 ～ 第２１条 （略）

付 則 付 則

第１条 ～ 第５条 （略） 第１条 ～ 第５条 （略）

（介護予防・日常生活支援総合事業に関する経過措置）

第６条 法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業について

は、介護予防および生活支援の体制整備の必要性等に鑑み、その円滑な実施を図るため、

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する

法律（平成２６年法律第８３号）附則第１４条第１項の規定により、平成２７年４月１

日から市長が別に定める日までの間は行わず、当該市長が別に定める日の翌日から行う

ものとする。



議案第３２号 主要改正点

・後期高齢者支援金および介護納付金の賦課限度額を変更したこと。

大東市国民健康保険税条例 新旧対照表

新 旧

第１条 （略） 第１条 （略）

（課税額） （課税額）

第２条 （略） 第２条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）およ ３ 第１項の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）およ

びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額ならびに被保険者均等割額および びその世帯に属する被保険者につき算定した所得割額ならびに被保険者均等割額および

世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１６０，０００円を超える場合 世帯別平等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が１４０，０００円を超える場合

においては、後期高齢者支援金等課税額は、１６０，０００円とする。 においては、後期高齢者支援金等課税額は、１４０，０００円とする。

４ 第１項の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者の ４ 第１項の介護納付金課税額は、介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者の

うち、介護保険法第９条第２号に規定する被保険者であるものをいう。以下同じ。）で うち、介護保険法第９条第２号に規定する被保険者であるものをいう。以下同じ。）で

ある世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）およびその世帯に属する介護納付金課税被 ある世帯主（前条第２項の世帯主を除く。）およびその世帯に属する介護納付金課税被

保険者につき算定した所得割額ならびに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当 保険者につき算定した所得割額ならびに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当

該合算額が１４０，０００円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１４０， 該合算額が１２０，０００円を超える場合においては、介護納付金課税額は、１２０，

０００円とする。 ０００円とする。

第３条 ～ 第２２条 （略） 第３条 ～ 第２２条 （略）

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額）

第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国民 第２３条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国民

健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からアおよびイに掲げる額を減額し 健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からアおよびイに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が５１０，０００円を超える場合には、５１０，０００ て得た額（当該減額して得た額が５１０，０００円を超える場合には、５１０，０００

円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウおよびエに掲げる額を減額し 円）、同条第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウおよびエに掲げる額を減額し

て得た額（当該減額して得た額が１６０，０００円を超える場合には、１６０，０００ て得た額（当該減額して得た額が１４０，０００円を超える場合には、１４０，０００

円）ならびに同条第４項本文の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額 円）ならびに同条第４項本文の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１４０，０００円を超える場合には、１４０，０００円）の合 （当該減額して得た額が１２０，０００円を超える場合には、１２０，０００円）の合



新 旧

算額とする。 算額とする。

(1) ～ (3) （略） (1) ～ (3) （略）

第２３条の２ ～ 第２７条 （略） 第２３条の２ ～ 第２７条 （略）




